
甲南大学大学院

対象年度
実務補習において
実施すべき内容

申請可能科目名 対象年度
実務補習において
実施すべき内容

申請可能科目名

監査
監査基準Ⅰ（監査制度）
監査演習Ⅰ
国際監査実務

監査
監査基準Ⅰ（監査制度・監査主体）
国際監査実務

会計

企業法Ⅳ（金商法・独禁法・消費者契約法）
企業法Ⅳ（証取法・独禁法・消費者契約法）
会計ディスクロージャーⅠ（情報開示制度）
会計基準Ⅲ（国際会計基準）

会計

会計ディスクロージャーⅠ（情報開示制度）
企業法（商法総則・商行為法・金商法）
会社法Ⅱ
会計基準Ⅲ（国際会計基準）
国際会計基準Ⅰ（概念フレームワーク）

経営
経営管理
財務分析

経営
経営管理
財務分析

税務 租税法の基礎 税務 租税法の基礎

監査
監査基準Ⅰ（監査制度）
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国際監査実務
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企業法Ⅳ（証取法・独禁法・消費者契約法）
会計ディスクロージャーⅠ（情報開示制度）
会計基準Ⅲ（国際会計基準）

会計

会計ディスクロージャーⅠ（情報開示制度）
企業法（商法総則・商行為法・金商法）
会社法Ⅱ
国際会計基準Ⅰ（概念フレームワーク）

経営
経営管理
財務分析

経営
経営管理
財務分析

税務 租税法の基礎 税務 租税法の基礎

監査
監査基準Ⅰ（監査制度・監査主体）
監査演習Ⅰ
国際監査実務

監査
監査基準Ⅰ（監査制度・監査主体）
国際監査実務

会計

企業法Ⅳ（金商法・独禁法・消費者契約法）
企業法Ⅳ（証取法・独禁法・消費者契約法）
会計ディスクロージャーⅠ（情報開示制度）
会社法Ⅱ
会計基準Ⅲ（国際会計基準）

会計

会計ディスクロージャーⅠ（情報開示制度）
企業法（商法総則・商行為法・金商法）
会社法Ⅱ
国際会計基準Ⅰ（概念フレームワーク）

経営
経営管理
財務分析

経営
経営管理
財務分析

税務 租税法の基礎 税務 租税法の基礎

監査
監査基準Ⅰ（監査制度・監査主体）
監査演習Ⅰ
国際監査実務

監査
監査基準Ⅰ（監査制度・監査主体）
国際監査実務

会計

企業法Ⅳ（金商法・独禁法・消費者契約法）
企業法Ⅳ（証取法・独禁法・消費者契約法）
会計ディスクロージャーⅠ（情報開示制度）
会社法Ⅱ
会計基準Ⅲ（国際会計基準）

会計

会計ディスクロージャーⅠ（情報開示制度）
企業法（商法総則・商行為法・金商法）
会社法Ⅱ
国際会計基準Ⅰ（概念フレームワーク）

経営
経営管理
財務分析

経営
経営管理
財務分析

税務 租税法の基礎 税務 租税法の基礎

監査
監査基準Ⅰ（監査制度・監査主体）
国際監査実務

監査
監査基準Ⅰ（監査制度・監査主体）
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会計

会計ディスクロージャーⅠ（情報開示制度）
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経営
経営管理
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（平成23年度）

2012年度
（平成24年度）

2013年度
（平成25年度）

2014年度
（平成26年度）

2015年度
（平成27年度）

2006年度
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2007年度
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2008年度
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2009年度
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2010年度
（平成22年度）


